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STEP１-１ 基本情報
組合コード 29536
組合名称 日本年金機構健康保険組合
形態 単一
業種 公務

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

23,954名
男性41.7%

（平均年齢48.6歳）*
女性58.3%

（平均年齢47.4歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 34,905名 -名 -名
適用事業所数 3ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

332ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

事業主 産業医 1 332 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 17,498 ∕ 19,667 ＝ 89.0 ％
被保険者 15,701 ∕ 16,069 ＝ 97.7 ％
被扶養者 1,797 ∕ 3,598 ＝ 49.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 1,021 ∕ 2,114 ＝ 48.3 ％
被保険者 1,012 ∕ 1,958 ＝ 51.7 ％
被扶養者 9 ∕ 156 ＝ 5.8 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 192,949 8,055 - - - -
特定保健指導事業費 42,807 1,787 - - - -
保健指導宣伝費 40,856 1,706 - - - -
疾病予防費 361,019 15,071 - - - -
体育奨励費 6,000 250 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 36,000 1,503 - - - -
　
小計　…a 679,631 28,372 0 - 0 -
経常支出合計　…b 12,023,144 501,926 - - - -
a/b×100 （%） 5.65 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)
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男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 1人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 311人 25〜29 750人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 620人 35〜39 416人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1,047

人 45〜49 1,620
人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,770
人 55〜59 1,325

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,493
人 65〜69 512人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 122人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 493人 25〜29 1,114

人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 984人 35〜39 902人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1,286

人 45〜49 2,037
人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 2,666
人 55〜59 2,394

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,717
人 65〜69 321人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 53人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 356人 5〜9 580人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 865人 15〜19 1,061

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 703人 25〜29 110人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 47人 35〜39 28人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 17人 45〜49 19人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 30人 55〜59 37人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 79人 65〜69 32人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 25人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 346人 5〜9 560人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 880人 15〜19 1,055

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 609人 25〜29 112人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 104人 35〜39 161人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 390人 45〜49 593人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 570人 55〜59 583人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 608人 65〜69 242人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 148人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
１．大規模な健保組合（被保険者数２万３千人、加入者数３万４千人強）である
２．事業主の拠点が全国にあり、加入者も点在している
３．４０歳代後半から５０歳代に加入者構成が偏っている
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
１．被扶養者の特定健診受診率が低い
２．特定保健指導の受診率は向上してきているが、目標に届いていない
３．事業主とのコラボヘルスを推進しているが、健康課題解決のための施策を継続的に実施していく必要がある
４．加入者への個別の健康情報配信や健康づくりにポータルサイトを活用、インセンティブ付与を行っている

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス対策事業
　体育奨励 　健康づくり支援事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙発行
　保健指導宣伝 　保健衛生に関するポスターの配布
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　保健指導宣伝 　ポータルサイト
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被扶養者）
　保健指導宣伝 　重症化予防（治療放置群・治療中断者）
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症等重症化予防
　保健指導宣伝 　育児に関する情報提供
　疾病予防 　オプション検査（被保険者）
　疾病予防 　オプション検査（被扶養者）
　疾病予防 　人間ドック費用補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　歯科保健（お昼の歯みがきキャンペーン）
　疾病予防 　歯科保健（職場における歯科健診）
　疾病予防 　歯科保健（歯科健診Ｗｅｂ予約）
　疾病予防 　家庭用常備薬等斡旋
　体育奨励 　テーマパーク利用補助
　その他 　福利厚生アウトソーシング
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　メンタルヘルス対策（ラインケア研修）
　4 　メンタルヘルス対策（セルフケア研修）
　5 　メンタルヘルス対策（メンタルヘルスハンドブック）
　6 　メンタルヘルス対策（外部相談窓口の設置）
　7 　メンタルヘルス対策（ストレスチェック）
　8 　メンタルヘルス対策（集団分析による職場環境改善）
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備

保
健
指
導
宣
伝

1 メンタルヘル
ス対策事業

健康保険組合のデータ分析により、メンタルヘルスによる不調者への
対応に関する具体的な対策が必要であるため、事業主と健康課題解決
に向けた共同事業を実施する。

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 1,000

管理職研修（１２月〜翌年１月）、採
用３年目セルフケア研修（６月）、新
入講員研修（４月採用、１０月採用）

・メンタル疾患の受療率が他と比べて
高い。
・コラボヘルス事業として位置づけ、
事業主と共同で研修機会を提供

精神疾患による傷病手当金受給者の減
少、被保険者のストレスコントロール
のための知識・意識レベルの向上

2

体
育
奨
励

2 健康づくり支
援事業 拠点内における健康づくり意識の醸成 全て 男女

0
〜
74

被保険
者 6,000 ４月〜翌年３月（共済会共同実施事業

）
組織として健康づくりに取り組む職場
環境を構築、加入者の健康保持増進意
識の向上、ICT活用によるインセンティ
ブ付与

健康づくり事業に関する周知の拡充、
参加率の向上 3

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5 機関紙発行 健康情報の発信、医療保険制度の周知などにより、加入者の健康に対
する意識向上を図り、保健事業への参加を促進する。 全て 男女

0
〜
74

被保険
者 3,000

年２回
被保険者に職場経由の配布
任意継続加入者の自宅へ配布

冊子による情報提供、ホームページへ
の掲載により、制度改正や健保組合が
実施する保健事業の周知に寄与

内容の充実（保健事業の参加促進、医
療費適正化等） 4

2,5
保健衛生に関
するポスター
の配布

加入者の健康意識の向上、生活習慣病予防の普及。 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 300

毎年10月を健康強調月間として、ポス
ターを配布
令和５年度より、ポスター画像を掲載
し、社内共有する周知方法へ変更

日々の健康づくりや健康への意識啓発
に寄与

広報活動の促進
職場参加型の健康づくり事業 3

7,8 ジェネリック
通知 ①ジェネリック医薬品への切替推進による医療費の低減 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 1,300

基準該当者へ利用促進通知を送付
８月（効果額1,000円以上・全年齢）
２月（効果額1,500円以上・50歳以上）

ジェネリック医薬品へ切り替えること
により想定される最適な効果を見込め
る対象者へ通知書を発送
医療費通知に同梱して発送（２月）
ICTを利用した通知を併用

加入者の閲覧率向上、個別毎の医療費
実態把握への理解不足 4

2,3 ポータルサイ
ト 個別性の高い情報を加入者へ提供することにより、生活習慣病のリス

クを予防や改善を促す。 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

- 20,163

対象者は被保険者及び30歳以上の被扶
養者。ICTを活用した健康情報の配信、
健診結果の閲覧、医療費通知・ジェネ
リック通知の配信、イベント参加や健
診結果の改善によるインセンティブ付
与

個別配信による健康情報や健診結果の
閲覧により、本人の疾患リスクや生活
習慣のアドバイスを提供
ICTを活用した健康づくりイベント、健
康診断申込サイトとの連動

未登録者への登録勧奨
任継・被扶養者のイベント参加率向上 3

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者） 事業主健診の健診データより、職員の健康状態を把握する。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 144,660 ４月〜１２月

就労先での巡回健診を主として実施
定期健診と併せて実施しており、勤務
時間中の受診が可能 未受診者の施設健診対応が必要 4

3 特定健診（被
扶養者） 健診データより、加入者の健康状態を把握する。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

48,288
５月〜１月　健診代行業者への委託
５月〜３月　集合契約による実施
８月・１１月ハガキと電話による受診
勧奨

居住地への健診案内発送、健診委託業
者による健診が定着、ICTを活用した健
診申込方法を導入

未受診理由の調査
健診対象者の健診受診への理解不足 2

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
（被保険者） 生活習慣病リスク保有者の生活習慣、健康状態の改善。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

40,582
10月〜３月　
対象者による外部委託先３社からの選
択方式にて実施

事業主とのコラボヘルスによる就労時
間中の面談実施、辞退及び途中脱落等
への勧奨、ICT面談の導入

辞退及び途中脱落者が一定数存在
特定保健指導に対する理解不足
職場によるICT面談が実施できない

2

4 特定保健指導
（被扶養者） 生活習慣病リスク保有者の生活習慣、健康状態の改善。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

2,224
10月〜3月
対象者による外部委託先３社からの選
択方式にて実施

代行業者の健診機関、セット券による
健診日当日面談、ICT面談の導入
外部委託先による受診勧奨

特定保健指導に対する理解不足
ICTを利用した利用勧奨 1

保
健
指
導
宣
伝

3,4
重症化予防（
治療放置群・
治療中断者）

①未受診者（治療放置群）へ受診勧奨を行うことにより生活習慣病の
悪化を予防し、将来的な医療費を削減
②治療中断者へ治療継続勧奨を行うことにより、生活習慣病の重症化
を予防し、加入者個人の医療費負担と医療費適正化を促進

全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 1,440

基準該当者へ受診勧奨通知を送付
８月（治療放置者、治療中断者、腎臓
病リスク者）
２月（治療放置者、治療中断者）

健診結果とレセプトの情報を活用し、
重症化リスクに応じて、受診勧奨通知
書を発送
ハイリスク者へ専門職による電話勧奨
を実施

将来の医療費低減を図るため、基準該
当者選定要件の再検討が必要
被扶養者の健診受診率が低いため、正
確な状況把握ができていない

3

3,4 糖尿病性腎症
等重症化予防

腎機能の健診結果値とレセプトを突合し、リスクが高く受診履歴がな
い対象者を抽出後、重症化予防のための受診勧奨を実施
適切な医療機関への受診行動や生活習慣が図れるように支援し、受診
状況を確認する

全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 50 8月に基準該当者へ受診勧奨通知を送付

透析等の高額な医療費の抑制
ハイリスク者への受診勧奨による将来
の医療費の適正化

コラボヘルスによる受診勧奨
専門職による電話勧奨 3

5,8 育児に関する
情報提供

子育て支援事業を通した加入者への健康情報の提供、加入者と家族の
自発的な健康維持改善。事業主との連携。 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 1,385

通年（共済会共同実施事業）
毎月冊子を発送（１歳になるまで）
年４回冊子を発送（１歳〜２歳まで）

１歳になるまでは月齢にあわせた冊子
、３歳になるまでは季刊誌を提供
アンケートの結果は好評

事業主との住所情報の連携 5

疾
病
予
防

3
オプション検
査（被保険者
）

がん検診の補助により各種悪性腫瘍の早期発見と早期治療につなげる 全て 男女
18
〜
74

被保険
者 62,500

４月〜１２月
健診受診時にオプション検査としてが
ん検診を実施

事業主健診との連携により受診しやす
い環境を提供
女性のがん検診補助による受診率の向
上

施設健診受診者への補助対応
要精密検査者の把握と事業主と連携し
た受診勧奨

4

3
オプション検
査（被扶養者
）

がん検診の補助により各種悪性腫瘍の早期発見と早期治療につなげる 全て 男女
18
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

14,500
通年
健診受診時にオプション検査としてが
ん検診を実施

健診代行業者との連携により受診しや
すい環境を提供、レディース健診を受
診できる巡回健診の導入
女性のがん検診補助による受診率の向
上

がん検診の重要性や費用補助制度の周
知
被扶養者のがん検診受診率向上

1

3 人間ドック費
用補助

人間ドック受診者に対して費用補助を行うことにより、詳細な健診の
受診を促進する。充実した検査や検査後の総合診断により、加入者の
健康意識を高め、疾病の早期発見・治療・予防を行う。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 80,145

通年
直接契約施設、健診代行業者の契約先
による償還払いにて実施

加入者の年齢階層による費用補助制度
契約先の償還払いにより受診しやすい
環境を提供
ICTと連携した健診予約方式の導入

契約施設の少ない地域が一定数存在
オプション検査費用補助制度との調整 1

3
インフルエン
ザ予防接種補
助

インフルエンザの重症化予防・感染防止 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 53,000

10月〜3月
接種期間　10月〜1月
申請期間　11月〜2月
補助額　上限3,000円

補助制度の周知を複数回実施
直接契約機関、補助代行業者の活用
医療機関との契約による補助支払の促
進

償還払いの審査にかかる事務負荷 3

2
歯科保健（お
昼の歯みがき
キャンペーン
）

口腔内の健康に対する意識の向上、及び生活習慣病の予防 全て 男女
18
〜
74

被保険
者 10,000

11月〜12月（共済会共同実施事業）
申込者に歯みがきセットを配布
11月8日（いい歯の日）から1ヶ月間に
お昼休みの歯みがきキャンペーンを実
施

一定数が昼休みを定時にとれる業態の
ため、継続的な歯みがき習慣を促進
歯磨剤を2種類から選択できる制度を導
入

紙媒体の周知に比べ、社内LANでの申
込数が減少 3

3
歯科保健（職
場における歯
科健診）

歯科医療費の削減、及び歯周病の改善・予防による全身疾患の重篤化
予防 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 72,250

通年
職場の会議室等に健診会場を設営し、
歯科健診を実施

拠点と委託業者で実施日時を調整し、
就労時間内に職場の会議室等で実施 中長期的な医療費抑制事業となるため

、費用対効果の算出が困難 3

3
歯科保健（歯
科健診Ｗｅｂ
予約）

歯科医療費の削減、及び歯周病の改善・予防による全身疾患の重篤化
予防 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 100

通年
健康保険組合の提携歯科医院から希望
の歯科医院及び希望日時を選択して、
WEB申込を実施

受診者の希望医院、予定にあわせた受
診が可能
一般歯科健診及び健康相談（矯正、審
美、インプラント）が無料

任意継続被保険者及び被扶養者を対象
とした口腔ケアに関する意識向上、事
業の周知不足

1

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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8 家庭用常備薬
等斡旋 日常における健康管理・維持に必要となる医薬品等を斡旋し、自己管

理を促進する。 全て 男女
0

〜
74

被保険
者 22,000

10月〜11月（共済会共同実施事業）
家庭常備薬等を斡旋業者より有償斡旋
申込用紙とWEBで受付
健保組合からの補助（購入額2,000円以
上で50％補助・補助額上限2,000円）

購入額に応じた補助制度
感染症拡大前に実施
クレジットカードによる支払方法導入
共済会共同実施により給与天引き制度
導入

任意継続加入者への周知不足
補助制度利用者の効果検証が困難 4

体
育
奨
励

8 テーマパーク
利用補助 加入者の健康増進・リフレッシュ 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 6,000 通年（共済会共同実施事業）

補助額　2,000円（各施設・年1回）
法人契約による特別割引券の配布
季節割引キャンペーンの周知 重複利用者の精査にかかる事務負担 3

そ
の
他

8 福利厚生アウ
トソーシング

全国的な福利厚生サービスを導入することで、スポーツクラブ等、加
入者の地域・ニーズに応じた福利厚生サービスを提供する 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,任意
継続者

36,000 通年（共済会共同実施事業）
全国的に優待料金で施設利用が可能
加入者のリフレッシュや健康増進に寄
与するカテゴリーのメニューを提供
法人割引キャンペーンを実施

ICTによるサービスの利用促進
直接補助制度がない 2

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断 職員の健康保持増進
※安衛法に基づく健診（特定健診と併せて実施） 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

全職員に年１回実施
※実施時期　８月〜１２月（巡回健診）
※健康保険組合と共同実施

勤務時間内の受診 - 有

健康診断事後措置
に伴う個別指導

職員の健康保持増進
※要精密検査者の検査状況の把握、生活習慣指導 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

全職員に年１回実施（個別指導は対象の職員の
み）
・有所見者（健診結果がＣ２以上）について、
産業医に受診の要否を確認
・要受診者については、本部と衛生管理責任者
より３ヶ月以内の受診勧奨書類を送付。その後
、受診結果が届かない場合は、文書で受診勧奨
を１回実施
・産業医の判断により受診が必要ない者につい
ては、産業医との面談要否により、面談が必要
な対象者については面談を実施

勤務時間内に産業医と面談を実施
要検査者に対して、３ヶ月以内の受診勧奨（文
書による通知２回）

- 無

メンタルヘルス対
策（ラインケア研
修）

メンタルヘルス不調等の未然防止に向け、管理職が必要な対応をと
れようにする 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

①管理職向け研修
　全管理職に年１回実施
②新任管理職向け研修
　新任管理職登用時に実施、令和５年度は９月
、１２月に実施
※管理職向け研修は外部講師により実施
※管理職向け研修の費用は事業主・健保で負担

管理職等に対して、ラインケアの必要性、対応
の留意点を理解浸透させる（必須研修） - 無

メンタルヘルス対
策（セルフケア研
修）

メンタルヘルス不調等の未然防止に向け、各自が必要な対応がとれ
るようにする 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

階層別に対象となる職員に年１回実施
①新卒採用者・内部登用者
②採用３年目
③リーダー
※採用３年目研修、リーダー研修については外部
講師により実施
※採用３年目研修のみ費用は事業主・健保で負担

対象となる階層の職員に対して、セルフケアの
必要性、対応の留意点を理解浸透させる（必須
研修）

- 無

メンタルヘルス対
策（メンタルヘル
スハンドブック）

メンタルヘルス不調等の未然防止 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年実施
①管理職向け　ラインケア
②全職員向け　セルフケア

メンタルヘルス不調の発生や深刻な事態の未然
防止に向け、各自がいつでも手元で確認し、浸
透させるために配付の他、研修資料として活用

- 無

メンタルヘルス対
策（外部相談窓口
の設置）

メンタルヘルス不調等の未然防止に向け、職員等が相談しやすい環
境の確立

被保険者
被扶養者 男女

18
〜（
上
限
な
し）

通年
※社内LANにパンフレット等を掲示、各種ハンド
ブックへの掲載、メンタルヘルスの研修時の案
内及び定期的に社内LANにテロップを流すなど
により、職員に周知・浸透を図っている
※外部業者へ委託して実施
※費用は事業主が負担

・電話相談は、カウンセラーや看護師が応対し
、薬の相談や心に関する相談対応が可能
・面談相談は、全国の相談窓口へ訪問、WEBに
て実施可能

- 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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メンタルヘルス対
策（ストレスチェ
ック）

自らのストレス状況を把握し、適切なセルフケアを行うことにより
自己保健に努める 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

全職員に年１回実施（９月）
※外部業者へ委託して実施
※費用は事業主が負担

ストレスチェック結果により、メンタル不調の
早期発見によるセルフケア及び産業医面談によ
る深刻な事態の未然防止

- 無

メンタルヘルス対
策（集団分析によ
る職場環境改善）

職場の環境改善の取組みによるメンタルヘルス不調等の未然防止 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年
ストレスチェックの集団分析結果を基に、拠点
毎に職場環境の改善にかかる取り組みを実施し
、改善を図る

- 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者割合の特徴 加入者構成の分析 年齢階層別の加入者構成割合の経年比較では、男性被保険者の30代後半と4

0代が少なく、50代と60代前半が増加している。

イ 加入者割合の特徴（性別） 加入者構成の分析 性別の加入者構成割合の経年比較では、被保険者・被扶養者ともに女性が
多い。特に被保険者は、他母集団と比較しても男性の割合が40.8％と少な
く、女性の割合が59.2％と多い。

ウ 医療費割合の特徴 医療費・患者数分析 総医療費は2020年度66.0億円、2021年度69.4億円、2022年度70.6億円と上
昇している。2022年度前年比で医療費の変化が大きい年代は0-9歳が＋12.4
％、10代が＋8.1％、30代が8.0％増加、70代がー14.3％減少となっている
。

エ 医療費割合の特徴（性別） 医療費・患者数分析 医療費構成割合は他母集団と比較して男性被保険者は60代が多く、20代と3
0代は少ない。女性被保険者は40代後半から60代前半が多い。

オ 患者あたり医療費の特徴 医療費・患者数分析 2022年度は2018年度と比較して加入者数が＋0.4％増加しているが、総医
療費は＋13.7％増加しており、患者あたり医療費も＋12.7％増加している
。

カ 特定健診受診率 特定健診分析 40歳の特定健診受診率は、2020年87.0％、2021年88.2％、2022年88.8％と
増加傾向となっている。被保険者は、一定数の未受診者の状況確認が必要
である。伸びしろとなる被扶養者は、2022年度における健診受診率が49.8
％であることから、受診率向上に向けた対策強化が必要である。
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キ 特定健診受診率（被扶養者） 特定健診分析 直近年度の健診未受診者のうち、3年連続未受診者が多くを占めている。未
受診者の中には普段から医療機関に受診している対象者も存在しているた
め、個別の状況に合わせた受診介入が必要である。

ク 特定保健指導対象者割合 特定保健指導分析 特定保健指導対象者割合は、2020年度13.3％、2021年度12.2％、2022年度
12.2％と推移している。被保険者は、2018年度から特定保健指導対象者が2
.3％減少しており、情報提供（非肥満_検査値正常）の割合が他母集団と比
較して良好であるが、服薬者割合は増加傾向である。被扶養者は、健診実
施率が低いことから対象者も少ない。

ケ 特定保健指導対象者割合（被保険者） 特定保健指導分析 被保険者は、特定保健指導対象者のうち、経年対象者の割合が高い。服薬
者が一定数存在するため、把握できない部分（問診回答が不適切等）で保
健指導と治療が混在しないような個別の対策が必要である。

コ 特定保健指導該当者割合（若年層） 特定保健指導分析 40代以下の被保険者において、特定保健指導予備軍となるリスク該当者は
増加傾向にある。30代後半では男性被保険者が17.1％、女性被保険者も9.8
％となっている。毎年一定数存在する「流入」群における予測が可能な若
年層の対策が必要である。

サ ICD10別医療費 医療費・患者数分析 ICD10別医療費の順位は、消化器系（歯科系含む）と新生物＜腫瘍＞、生
活習慣病では「内分泌、栄養及び代謝疾患」が高い。

シ ICD10別医療費（患者あたり医療費） 医療費・患者数分析 ICD10別医療費のうち、患者あたり医療費が経年で高いが受療率は低い疾
患となる新生物＜腫瘍＞、循環器系の疾患（高血圧・血管障害）、神経系
の疾患については、早期受診に繋げる取り組み対策が必要である。

ス 生活習慣病の医療費 医療費・患者数分析 ３大生活習慣病の医療費において、2022年度は2型糖尿病と高血圧症は減
少、脂質異常症が増加している。重症化疾患となる脳血管疾患は増加して
いるため、引き続きの対策が必要である。
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セ 生活習慣病の医療費（入院・外来別） 医療費・患者数分析 3大生活習慣病の患者数は増加傾向にあり、毎年一定数の入院患者が存在し
ている。年々検査値が悪化している対象者の状況を把握して、生活習慣病
予防を働きかける必要がある。

ソ 生活習慣病の医療費（入院・外来別） 医療費・患者数分析 生活習慣病関連の重症化疾患の入院患者数は、減少傾向にある。通院患者
を含めた患者数は全体的に増加傾向にあるため、健診結果で要治療の状態
であるにも関わらず未治療の人へ医療機関への受診勧奨を行い、必要な治
療を継続して受けてもらいながら生活習慣改善を促す取組の推進により、
心疾患、脳血管疾患、糖尿病の合併症等への進展を防ぐことが必要である
。

タ 生活習慣病のリスク分布 健康リスク分析 2022年度は治療放置群が減少し「生活習慣病群」「重症化群」の割合が増
加している。これは積極的な受診勧奨によるものと推測されるが、受診勧
奨域となる「患者予備群」「治療放置群」も多数存在し、医療機関未受診
者への継続的な重症化予防対策が必要である。

チ 生活習慣病のリスク分布（治療放置群） 健康リスク分析 2021年度から2022年度にかけて、2年連続受診勧奨対象である治療放置群
は2,637人、2021年度に受診勧奨域にも関わらず未受診である人のうち、5
9.3％が2022年も継続して未受診である。医療機関未受診による重症化が疑
われる群は92人となっており、2022年度に「重症化群」または「生活機能
低下群」であった人のうち、33人（2.4％）は2021年度に「治療放置群」で
あった。

ツ 生活習慣病のリスク分布（治療中断群） 健康リスク分析 2022年度の受診勧奨対象者のうち、2021年度に生活習慣病により通院もし
くは治療していたが治療中断の恐れがある対象者は373人、2021年度に生
活習慣病により通院もしくは治療していたが、2022年度に治療中断の恐れ
がある対象者は381人であった。

テ 生活習慣病のリスク分布（CKD） 健康リスク分析 2021年度と2022年度の経年比較において、リスクなしまたはリスク有から
高リスクに移行している対象者、高リスクで腎疾患での未受診者が一定数
存在する。人工透析導入により1人あたり医療費が高額となる腎不全の患者
は、重症化となる前の段階で留めることが求められるため、未受診者を対
象に専門医への受診を促す工夫や個々の状況に応じた集中した支援が必要
である。

ト 歯科医療費 医療費・患者数分析 歯科医療費は医療費全体の11.6％を占めており、歯科対策を実施している
が高止まりの状況となっている。
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ナ 歯科医療費 医療費・患者数分析 2022年度はう蝕重症度8.6％、歯周病重症度9.2％であるが、他母集団と比
較して重症化割合は低い。歯周病は全身の健康状態に関わることが明らか
になっているため、口腔セルフケアや定期的なメンテナンス受診の啓発が
必要である。

ニ 歯科受診割合 医療費・患者数分析 被保険者は被扶養者と比較して歯科受診率が低い。年齢階層別では被扶養
者の20代が最も受診率が低いが、被保険者・被扶養者ともに年齢と比例し
て受診率も上昇している。

ヌ ポータルサイト（ICTを活用した健康づくり・被保険者） 健康リスク分析 被保険者全体において、健康状況は全項目で他母集団と比較して良好であ
る。生活習慣は喫煙、食事、飲酒が良好であり、運動、睡眠はリスク者数
が高い。

ネ ポータルサイト（ICTを活用した健康づくり・被扶養者） 健康リスク分析 被扶養者全体において、健康状態は全項目で他母集団よりリスク割合は高
く、特に脂質リスクが高い。生活習慣は他母集団と同程度であるが、被扶
養者は健診受診率が低くデータが不足しているため、潜在的なリスク保有
者がいる可能性がある。

ノ ポータルサイト（ICTを活用した健康づくり） 健康リスク分析 生活習慣改善意欲において、被保険者・被扶養者ともに「取組済み」とな
っている良好者割合は年々増加している。2021年度と比較して2022年度は
、男性被保険者「意志なし」が0.7％増加して26.3％となり、他母集団比較
では1.3％低い。女性被保険者「意志なし」は1.1％増加して18.4％となり、
他母集団比較では3.9％低い。

ハ 悪性腫瘍（医療費） その他 その他の悪性腫瘍を除き、乳房、大腸、肺の順で医療費が多い。乳房は医
療費が年々増加している。

ヒ 悪性腫瘍（実患者数） その他 その他の悪性腫瘍を除き、乳房、大腸の順で患者数が多い。
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フ 悪性腫瘍（診療開始日年齢） その他 40歳以降から患者数は増加傾向にあるが、40歳未満においても一定数の患
者が存在している。

ヘ 悪性腫瘍（診療開始日年齢・女性検診） その他 乳房、子宮頸部、その他女性生殖器の診療開始年齢をみると20代～30代の
若年世代での罹患がみられ、若年層からの啓蒙活動や、早期受診勧奨が必
要である。

ホ 悪性腫瘍（経過分析） その他 便潜血検査を実施後、陽性判定であった対象者のうち、175人が精密検査未
受診となっている。検診後の要精密検査対象者に対する受診勧奨、早期受
診に繋げる対策が必要である。

マ メンタル疾患受療率 その他 メンタル疾患の受療率は2020年度9.5％、2021年度10.3％、2022年度10.8
％と増加傾向である。男性被保険者のメンタル疾患受療率のピークは40代
～50代、女性被保険者のメンタル疾患受療率は男性より低く、年代別の差
はみられない。他母集団と比較して、全体的に高い傾向にある。

ミ メンタル疾患受療率 その他 重度メンタル疾患対象者は20代～50代まで幅広く存在し、経年比較では増
加傾向にある。被保険者はプレゼンティーズムや傷病手当金の受給者軽減
の観点からも事業主と課題を共有し、セルフケアやラインケアの理解を深
めるための継続的な働きかけが必要である。

ム ジェネリック医薬品数量割合 後発医薬品分析 2021年度以降、ジェネリック医薬品の数量比率は目標値の80％を超えてお
り、2022年度は81.9％であるが、他母集団と比較して低い状況である。

メ ジェネリック医薬品数量割合（レセプト種別） 後発医薬品分析 ジェネリック医薬品数量割合のレセプト種別では、医科入院の数量比率が
高く87.3％、最も使用割合が低いのは歯科で49.9％、次に医科入院外で70.3
％となっている。

14



モ ジェネリック医薬品使用状況 後発医薬品分析 ジェネリック医薬品の使用状況は、年齢階層別では被保険者40代～50代の
削減期待額が大きい。

ヤ ジェネリック医薬品（効果額） 後発医薬品分析 2022年度のジェネリック医薬品数量比率は81.9％であり、目標値を超えて
いるが、医療費削減余地は約１億600万円ある。

ユ インフルエンザ受療率 その他 インフルエンザ患者数は、2020年度～2021年度は新型コロナウィルスの影
響で激減していたが、2022年度は過去年度ほどではないが増加している。
被扶養者の若年層の受療率が高い。

ヨ インフルエンザ受療者数 その他 インフルエンザ受療者数の月次推移をみると、12月以降患者数が増える傾
向にある。2022年度は他母集団と比較して受療者数は少ない。

ラ 医療費適正化対策（高齢者の医療費） その他 60歳～64歳の年間医療費は、加入者あたり医療費、患者あたり医療費とも
に増加している。前期高齢者納付金を抑制するため、65歳になる前の年齢
から一人あたり医療費の適正化を図ることが必要である。

リ 医療費適正化対策（適正服薬） その他 薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「6剤」以上の併用がみら
れる加入者が多く存在しており、被保険者は12.2％、被扶養者は9.7％とな
っている。有害事象が疑われる対象者に対し、適正服薬に関する情報提供
を行うなどの対策が必要である。
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2022年度年齢階層別構成割合（他組合比較）
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加入者特性〈5か年の男女比率・平均年齢比較〉
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医療費分析〈総医療費〉
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※年度：2022年度医療費分析〈2022年度年齢階層別の医療費構成割合〉
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行動特性〈年度別健診受診率〉
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※対象：2020~2022年度継続在籍被扶養者
※年齢：2020年度末40歳以上

パターン
受診状況 該当者
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8
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割合

36.6%
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173 5.4%

89 2.8%
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86 2.7%
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1,187 37.3%

特定健康診査〈被扶養者の3か年健診受診状況〉
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26.1%
(830人)

浮動層群
（1~2回受診）

37.3%
(1,187人)

未受診群
（3年連続）

2020 2021 2022

〇 〇 〇
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生活習慣病対策特定保健指導
〈特定保健指導割合（被保険者・被扶養者別）〉
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(396人)

38.8%
(621人)

22.6%
(362人)

21.7%
(363人)

4.5%
(72人)

6.7%
(107人)

2.7%
(44人)

2020年度

28.0%
(468人)

35.8%
(598人)

5.3%
(88人)

被扶養者被保険者

特定保健指導対象者割合（被保険者・被扶養者別）

■情報提供の内在リスクの判定基準
・肥満：BMI25以上、または腹囲85cm（男性）・90cm（女性）以上
・検査値リスク有：下記のいずれか1つ以上該当

①血糖：空腹時血糖100mg/dl以上
（空腹時血糖を未測定の場合は、HbA1c 5.6%以上）

②脂質：中性脂肪150mg/dl以上またはHDLコレステロール40mg/dl未満
③血圧：収縮期血圧130mmHg以上または拡張期血圧85mmHg以上
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生活習慣病対策特定保健指導
〈流入出分析 被保険者〉

1,141

356

741

179

488
346

251

445 376

177
145

217
307

1,000

500

0

500

1,000

1,500

2,000

特定保健指導
対象者
1,980

2020年度

45

2021年度

88
42

2022年度

流入（新加入/前年未受診）

流入（新40歳）

流入（健診値悪化/服薬中断）

リバウンド（再び対象者）

リピート（3年連続継続該当）

リピート（2年連続継続該当）

改善（健診値改善）

服薬（服薬による指導対象外）

流出（未受診/離脱）

（人）

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上
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生活習慣病対策特定保健指導
〈年齢階層別若年層の保健指導域該当者〉

100.0%
(25人)

0.0%
(0人)

2018年度

94.4%
(184人)

5.6%
(11人)

2020年度

92.8%
(181人)

7.2%
(14人)

2022年度

25人 195人 195人

男性被保険者 女性被保険者

■厚生労働省の階層化基準に基づく判定※対象：各年度末40歳未満

95.2%
(20人)

4.8%
(1人)

2018年度

82.8%
(24人)

17.2%
(5人)

2020年度

92.7%
(38人)

7.3%
(3人)

2022年度

21人 29人 41人

84.1%
(53人)

15.9%
(10人)

2018年度

86.5%
(141人)

13.5%
(22人)

2020年度

82.9%
(107人)

17.1%
(22人)

2022年度

63人 163人 129人

29歳以下 35~39歳30~34歳

100.0%
(64人)

0.0%
(0人)

2018年度

98.1%
(259人)

1.9%
(5人)

2020年度

97.9%
(326人)

2.1%
(7人)

2022年度

64人 264人 333人

100.0%
(44人)

0.0%
(0人)

2018年度

97.5%
(77人)

2.5%
(2人)

2020年度

97.7%
(84人)

2.3%
(2人)

2022年度

44人 79人 86人

97.2%
(103人)

2.8%
(3人)

2018年度

93.5%
(231人)

6.5%
(16人)

2020年度

90.2%
(220人)

9.8%
(24人)

2022年度

106人 247人 244人

29歳以下 35~39歳30~34歳

非該当 該当

25



2020年度 2021年度 2022年度

0 2 4 6 8 10 12

内分泌，栄養
及び代謝疾患

消化器系の疾患

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

血液及び造血器の疾患
並びに免疫機構の障害

神経系の疾患

0 2 4 6 8 10 12

消化器系の疾患

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

内分泌，栄養
及び代謝疾患

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

神経系の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

眼及び付属器の疾患

0 2 4 6 8 10 12

消化器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

内分泌，栄養
及び代謝疾患

呼吸器系の疾患

循環器系の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

神経系の疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

眼及び付属器の疾患

疾病分析〈ICD10大分類別医療費構成割合上位10〉
※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：含む

医療費構成割合（%）
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疾病分析
〈ICD10大分類別 医療費構成割合上位10の受療率と患者あたり医療費〉

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80 患
者
あ
た
り
医
療
費
（
千
円
）

受
療
率
（
％
）

消化器系の疾患 新生物＜腫瘍＞ 内分泌，栄養
及び代謝疾患

呼吸器系の疾患 循環器系の疾患 筋骨格系及び
結合組織の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で
他に分類されな

いもの

神経系の疾患 皮膚及び
皮下組織の疾患

眼及び付属
器の疾患

2020受療率

2020患者あたり医療費（千円）

2021受療率

2021患者あたり医療費（千円）

2022受療率

2022患者あたり医療費（千円）

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：含む
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0

50

100

150

200

75

52

67

脳血管
疾患

37

69

30

腎不全

医
療
費
（
百
万
円
） 121 125

36

119

2型糖尿病

183
171

164

高血圧症
（本態性）

145

164

178

脂質異常症

14 15 15

肝疾患

34 36 33

2型糖尿病
合併症

45 46

虚血性
心疾患

-3
(-2%)

-19
(-10%)

+32
(+22%)

0
(0%)

0
(-1%)

+1
(+3%)

-8
(-10%)

-7
(-19%)

生活習慣病対策重症化予防
主な疾病の医療費推移〈医療費比較〉

2018年度 2020年度 2022年度

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：除く
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0

2,000

4,000

6,000

500

1,000

1,500

2,500

3,000

3,500

4,500

5,000

5,500

2022

224

4,067

2018

225

4,433

156

1,044

20182020

12

2022

1,128

2020

4,566

12
210

1,143

2022

2,511
2,651 2,682 5,559

4,658
4,776

5,006

5,724
5,987

1,055 1,140 1,155

患
者
数
（
人
）

122

2,389

2018

131

2,520

2020

115

2,567

2020

165 166

2018

5,821

2022

4,850

11

4,291

生活習慣病対策重症化予防
主な疾病の患者数推移〈入院・外来別〉

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
※外来患者：各年度内に1度も医科入院レセプトが発生していない患者
※入院患者：各年度内に1度以上医科入院レセプトが発生している患者

外来患者

入院患者

2型糖尿病 高血圧症（本態性） 脂質異常症 肝疾患
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0

200

400

600

800

1,000

500

100

300

700

900

477

2020

27
6456

824

20202020

65

645

892

2022

88
37

2018

190

2018

661

28
69

226

20202022

23

502

276

2022

473
511

529

730 733 729

857

患
者
数
（
人
）

957

81

254

299

41

432

888

2018

34

2022

776

2018

673

227

生活習慣病対策重症化予防
主な疾病の患者数推移〈入院・外来別〉

外来患者

入院患者

2型糖尿病合併症 虚血性心疾患 脳血管疾患 腎不全

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
※外来患者：各年度内に1度も医科入院レセプトが発生していない患者
※入院患者：各年度内に1度以上医科入院レセプトが発生している患者
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医療費

割
合

該
当
者
数

- 110,075 124,520 101,055 80,8712022年度 306,597 464,065 3,396,212

1,448

1,580

3,063 3,861 3,663 948

2,997 3,828 3,865 1,071

1,730 3,101 3,814 3,670 1,036

2022年度

2021年度

2020年度

5,016

5,171

1,703 87

1,768 88

5,027 1,685 88

27.3%

27.5%

9.3% 0.5%

9.4% 0.5%

27.3% 9.1% 0.5%

-

-

16.7% 21.1% 20.0% 5.2%

16.0% 20.4% 20.6% 5.7%

- 16.8% 20.7% 19.9% 5.6%

2022年度

2021年度

2020年度

健診・レセプト突合割合
生活習慣病リスク分布

生活習慣病通院(治療)歴あり

生活
習慣病群

生活機能
低下群

重症化群

合併症なし 合併症進行 重篤な状態

2型糖尿病・高血圧
症・脂質異常症のい
ずれかがあり、合併
症はない状態

生活習慣病があり、
糖尿病性合併症・脳
血管疾患・冠動脈疾
患・虚血性心疾患が
ある状態

入院を伴う四肢切断
急性期・冠動脈疾患
急性期・脳卒中急性
期、および透析期の
状態

生活習慣病では未通院(未治療)

未把握
(健診未受診)

正常群 不健康群
患者
予備群

治療
放置群

正常 保健指導域 受診勧奨域 治療域不明

健診データなし
生活習慣病
レセプトなし

※対象：各年度継続在籍者
※年齢：各年度末40歳以上
※医療費：該当者あたり医療費（円）＊歯科除く

空腹時血糖 100mg/dl未満
HbA1c 5.6％未満

血圧 130/85mmHg未満

中性脂肪 150mg/dl未満
LDL 120mg/dl未満
HDL 40mg/dl以上

空腹時血糖 100mg/dl以上
又はHbA1c 5.6％以上

血圧 130又は85mmHg以上

中性脂肪 150mg/dl以上
又はLDL 120mg/dl以上

空腹時血糖 110mg/dl以上
又はHbA1c 6.0％以上

血圧 140又は90mmHg以上

中性脂肪 300mg/dl以上
又はLDL 140mg/dl以上
又はHDL 40mg/dl未満

空腹時血糖 126mg/dl以上
又はHbA1c 6.5％以上

血圧 160又は100mmHg以上

中性脂肪 500mg/dl以上
又はLDL 180mg/dl以上
又はHDL 35mg/dl未満
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2022年度重症化群及び生活機能低下群
の2021年度の階層

2021年度受診勧奨対象である群
の2022年度の階層

生活習慣病対策重症化予防
〈治療放置の恐れがある群〉

78.1%
(3,474人)

21.9%
(976人)

2021年度

7.6%
(338人)

2.8%
(124人)

16.8%
(746人)

43.9%
(1,953人)

15.4%
(684人)

11.6%
(516人) 1.9%

(83人)

0.1%
(6人)

2022年度

1.9%
(26人)

0.9%
(12人)

1.5%
(21人)

4.3%
(59人)

2.4%
(33人)

15.5%
(211人)

69.2%
(940人)

4.2%
(57人)

2021年度

95.3%
(1,295人)

4.7%
(64人)

2022年度

生活機能低下群

重症化群

生活習慣病群

治療放置群

患者予備群

不健康群

正常群

不明

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上

2年連続受診勧奨対象である群
：2,637人（59.3%）

医療機関未受診による重症化が疑われる群
：92人（6.8%）
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2022年度受診勧奨対象である群
の2021年度の階層

2021年度生活習慣病通院（治療）群
の2022年度の階層

生活習慣病対策重症化予防
〈治療中断の恐れがある群〉

4.1%
(169人)

3.3%
(137人)

19.3%
(797人)

47.9%
(1,981人)

16.4%
(676人)

7.9%
(327人)

1.1%
(46人)

0.0%
(0人)

2021年度

79.0%
(3,267人)

21.0%
(866人)

2022年度

74.9%
(4,180人)

23.8%
(1,329人)

1.3%
(72人)

2021年度

4.9%
(276人)

1.4%
(80人)

2.7%
(150人)

5.1%
(282人)

1.8%
(99人)

60.5%
(3,377人)

22.4%
(1,250人)

1.2%
(67人)

2022年度

生活機能低下群

重症化群

生活習慣病群

治療放置群

患者予備群

不健康群

正常群

不明

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上

治療中断の恐れがある群
：373人（9.0%）

治療中断の恐れがある群
：381人（6.8%）
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生活習慣病対策重症化予防
CKD（慢性腎臓病）重症度 経年推移

※対象：尿蛋白とeGFRの検査値が揃っている者
※年度：2021~2022年度継続在籍者
※医療機関未受診：慢性腎臓病、その他腎疾患での未受診者
※疑い傷病：含む ※対象レセプト：医科

リスク無 低度リスク 中度リスク 高度リスク 合計

リスク無

低度リスク

中度リスク

高度リスク

合計

14,995

(13,768)

869 207 6 16,077

(762) (172) (5) (14,707)

669 698 56 18 1,441

(591) (542) (39) (11) (1,183)

171 59 87 16 333

(156) (41) (49) (6) (252)

3 7 9 55 74

(2) (2) (4) (9) (17)

15,838 1,633 359 95 17,925

(14,517) (1,347) (264) (31) (16,159)

CKD重症度分類

尿蛋白 区分

A1 A2 A3
正常 軽度蛋白尿 高度蛋白尿

【－】 【±】 【＋～】

ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ

区
分

G1 正常 90以上

G2 正常または軽度低下 60～90未満

G3a 軽度～中等度低下 45～60未満

G3b 中等度～高度低下 30～45未満

G4 高度低下 15～30未満

G5 末期腎不全 15未満

リスク無

・上段  ：該当者数

・下段（ ）内 ：当年度医療機関未受診者

・表内赤文字 ：前年度の階層から悪化した群、または

  前年度低度リスク以上で当年度の階層

  が維持の群

低度リスク

中度リスク
高度リスク

2022年度

２
０
２
１
年
度
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医療費分析〈レセプト種別毎 医療費構成割合〉

22.2%

45.7%

20.2%

12.0%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
11.6%
(721)

22.5%
(1,400)

43.6%
(2,709)

22.2%
(1,381)

2018年度

11.2%
(747)

23.6%
(1,567)

43.0%
(2,858)

22.2%
(1,480)

2019年度

11.6%
(766)

22.8%
(1,503)

42.2%
(2,789)

23.4%
(1,543)

2020年度

11.8%
(818)

19.9%
(1,409)

2022年度 他組合
2022年度

43.3%
(3,003)

22.7%
(1,572)

22.2%
(1,542)

2021年度

11.6%
(816)

22.6%
(1,594)

45.9%
(3,245)

歯科

調剤

通院

入院(DPC含む)

構
成
割
合
（
％
）

（ ）内は医療費（百万円）
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歯科対策 う蝕/歯周病 重症化率

う蝕重症度 歯周病重症度

10.1%

89.9%

0

20

40

60

80

100重
症
度
割
合
（
％
）

89.6%
(10,526人)

10.4%
(1,219人)

2018年度

90.3%
(10,365人)

9.7%
(1,119人)

2020年度

91.4%
(10,656人)

8.6%
(1,009人)

2022年度 他組合
2022年度

軽～中度

重度

10.4%

89.6%

0

20

40

60

80

100

89.5%
(14,663人)

10.5%
(1,722人)

2018年度

90.1%
(15,331人)

9.9%
(1,678人)

2020年度

90.8%
(16,324人)

9.2%
(1,649人)

2022年度 他組合
2022年度

軽～中度

重度

※対象レセプト：歯科
※疑い傷病：除く
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歯科対策重症化予防
〈被保険者・被扶養者別歯科受診割合〉 ※対象レセプト：歯科

年度別歯科受診率

0

20

40

60

80

100受
診
率
（
％
）

50.6%
(11,612人)

49.4%
(11,343人)

50.4%
(12,107人)

49.6%
(11,898人)

50.6%
(12,314人)

49.4%
(11,999人)

48.4%
(11,687人)

51.6%
(12,449人)

48.1%
(11,745人)

51.9%
(12,696人)

被
保
険
者

被
扶
養
者

2022年度年齢階層別歯科受診率

0

20

40

60

80

100

49.6%
(7,211人)

50.4%
(7,325人)

2018年度

47.9%
(6,830人)

52.1%
(7,430人)

2019年度

49.2%
(6,821人)

50.8%
(7,033人)

2020年度

47.4%
(6,426人)

52.6%
(7,135人)

2021年度

46.6%
(6,151人)

53.4%
(7,044人)

2022年度
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20

40

60

80

100

66.9%
(103人)

0.0%
(0人)

0.0%
(0人)

100.0%
(1人)

56.7%
(1,567人)

43.3%
(1,197人)

50.0%
(1,588人)

50.0%
(1,590人)

48.5%
(3,244人)

51.5%
(3,441人)

47.2%
(3,734人)

52.8%
(4,181人)

41.7%
(1,561人)

58.3%
(2,183人)0.0%

(0人)

33.1%
(51人)

0

20

40

60

80

100

44.8%
(665人)

55.2%
(819人)

50-59

42.3%
(712人)

38.3%
(793人)

60-69

40.2%
(157人)

59.8%
(234人)

70-

61.7%
(1,277人)

0-9

46.6%
(1,872人)

53.4%
(2,144人)

10-19

63.9%
(1,158人)

36.1%
(655人)

20-29

48.9%
(226人)

51.1%
(236人)

30-39

44.5%
(568人)

55.5%
(707人)

40-49

57.7%
(972人)

未受診 受診
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※年度：2022年度
※対象：被保険者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合 62.2%

喫煙

119

運動 食事 飲酒 睡眠

78 104 105 78

14,675 4,326 12,049 15,785 8,236

2,222 12,556 4,778 1,095 8,656

86.8% 25.6% 71.6% 93.5% 48.8%

72.8% 32.8% 68.7% 89.2%

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈被保険者全体〉

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

138

血圧 肝機能 脂質 血糖

127 132 177 131

11,542 11,913 12,441 14,781 12,383

5,355 4,985 4,455 2,115 4,500

31.7% 29.5% 26.4% 12.5% 26.7%

43.7% 37.5% 34.8% 22.1% 35.0%

0

50

100

150

200

肥満

(138)

血圧

(127)

肝機能

(132)

脂質

(177)

血糖

(131)

他組合 自健保

0

50

100

150

200

喫煙

(119)

運動

(78)

食事

(104)

飲酒

(105)

睡眠

(78)

他組合 自健保
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※年度：2022年度
※対象：被扶養者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合 70.5%

喫煙

101

運動 食事 飲酒 睡眠

97 99 99 96

1,993 677 1,528 1,803 1,267

122 1,188 329 75 605

94.2% 36.3% 82.3% 96.0% 67.7%

93.5% 37.5% 83.3% 96.7%

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈被扶養者全体〉

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

94

血圧 肝機能 脂質 血糖

95 87 84 91

1,587 1,423 1,704 1,844 1,514

528 692 410 270 599

25.0% 32.7% 19.4% 12.8% 28.3%

23.4% 31.0% 16.9% 10.7% 25.7%

0

50

100

150

肥満

(94)

血圧

(95)

肝機能

(87)

脂質

(84)

血糖

(91)

他組合 自健保

0

50

100

150

喫煙

(101)

運動

(97)

食事

(99)

飲酒

(99)

睡眠

(96)

他組合 自健保
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40

0
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40

問診分析〈生活習慣改善意欲〉
<運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか>

2020年度 2021年度 2022年度 他組合2022年度

年齢階層（歳）

※年齢：各年度末40歳以上

0

10

20

30

40

40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

年齢階層別「意志なし」の割合

27.6%

42.7%

29.7%

47.7%
(3,488)

27.8%
(2,037)

26.8%
(2,036)

47.3%
(3,592)

26.3%
(1,907)

43.7%
(3,164)

30.0%
(2,174)

25.6%
(1,901)

45.5%
(3,379)

28.9%
(2,144)

25.0%
(1,911)

46.0%
(3,521)

29.0%
(2,217)

25.8%
(1,962)

7,316 7,590 7,649 7,424 7,245

24.5%
(1,791)

取組済み

意志あり

意志なし

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

構成比率

22.3%

55.2%

22.5%

61.1%
(4,961)

18.6%
(1,513)

21.7%
(1,888)

60.6%
(5,265)

18.4%
(1,777)

58.3%
(5,621)

23.3%
(2,249)

17.3%
(1,643)

60.0%
(5,710)

22.7%
(2,157)

17.2%
(1,588)

60.6%
(5,614)

22.2%
(2,055)

17.7%
(1,538)

8,124 8,691 9,257 9,510 9,647

20.3%
(1,650)

（ ）内は人数

被
扶
養
者

18.4%

51.5%

30.1%

55.2%
(994)

17.2%
(310)

2021年度

32.0%
(599)

50.9%
(953)

17.0%
(319)

29.0%
(412)

他組合
2022年度

52.4%
(745)

18.6%
(265)

2018年度

26.7%
(466)

53.5%
(935)

19.8%
(346)

2019年度

28.4%
(428)

54.9%
(828)

16.7%
(251)

2020年度

27.6%
(497)

1,422 1,747 1,507 1,801 1,871

2022年度

該
当
者
割
合
（
％
）
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0

100

200

180

60

220

240

260

280

20

40

80

120

140

160

27

医
療
費
（
百
万
円
）

7 8 11

胃

45
35

肺

34
44

33

大腸

68

90

110

乳房
（女性のみ）

6 2 4

子宮頸部
（女性のみ）

23
35

15
26

その他
女性生殖器

（女性のみ）

13 13

前立腺
（男性のみ）

162

195

261

その他の
悪性腫瘍

+3
(+47%)

-18
(-39%)

-1
(-3%)

+43
(+63%)

-2
(-30%)

+3
(+12%) +1

(+10%)

+99
(+61%)

がん対策〈医療費経年比較〉

2018年度 2020年度 2022年度

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：除く
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がん対策〈患者数経年比較〉 ※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く

64 64

132

325

41

88
49

423

72
52

140

377

32

103

52

467

71
50

144

429

35

102

51

516

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

胃 肺 大腸 乳房
（女性のみ）

その他
女性生殖器

（女性のみ）

子宮頸部
（女性のみ）

その他の
悪性腫瘍

前立腺
（男性のみ）

実
患
者
数
（
人
）

+7
(+11%)

-14
(-22%)

+12
(+9%)

+104
(+32%)

-6
(-15%)

+14
(+16%)

+2
(+4%)

+93
(+22%)

2018年度 2020年度 2022年度
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がん対策〈診療開始日年齢分析〉(1/2)

胃の悪性腫瘍

2

7

17

21

31

73

126

181

167

187

88

32

3

3

1

6

11

18

13

11

0 50 100 150 200

0-4

5-9
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20-24

25-29
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40-44

45-49

50-54

55-59
60-64

65-69

70-

0
0
0
0

0

0

0

5

0

0

疑い含む患者数 疑い除く患者数

大腸の悪性腫瘍

2

8

23

37

33

45

112

168

228

225

224

107

48

2

1

3

12

16

30

36

22

18
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45-49
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65-69
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0

0

0

4

0

0
0

0

肺の悪性腫瘍

1

2

1

6

9

11

21

57

74

59

67

29

13

1

1

2

6

12

14

9

3
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0-4

5-9

10-14

15-19
20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59
60-64

65-69

70-

0
0

0

0

0

0

2

0
0

前立腺の悪性腫瘍（男性のみ）

3

1

5

17

68

75

138

90

19

1

12

7

14

14

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140

0-4

5-9

10-14

15-19
20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59
60-64

65-69

70-

0
0
0
0
0
0
0
0

0

0

0

0

3

0

0
0

年
齢
階
層
（
歳
）

※対象：2022年度在籍者
※対象レセプト：医科（2022年度診療分)
※患者数：該当傷病で初めて受診した時点の年齢で患者数を集計
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がん対策〈診療開始日年齢分析〉(2/2)

乳房の悪性腫瘍（女性のみ）
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0
0
0
0
0
0

0

0

2

疑い含む患者数 疑い除く患者数

その他女性生殖器の悪性腫瘍（女性のみ）
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18
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子宮頸部の悪性腫瘍（女性のみ）
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18
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23
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1

4

4

6

7

4

7

2
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30-34

35-39
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45-49
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55-59
60-64

65-69

70-

0
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0

年
齢
階
層
（
歳
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※対象：2022年度在籍者
※対象レセプト：医科（2022年度診療分)
※患者数：該当傷病で初めて受診した時点の年齢で患者数を集計
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がん対策〈便潜血検査の経過分析〉

便潜血
検査実施

便潜血陰性

便潜血陽性

医療機関未受診

医療機関受診 大腸の悪性腫瘍

便潜血
検査データ

なし

大腸の悪性腫瘍

健診受診

24,487人

7,811人

16,676人

317人
（4.1%）

142人
（44.8%）

4人
（2.8%）

7,494人
（95.9%）

175人
（55.2%）

5人

推定値
（再検査未実施の2.8%）

※対象レセプト：医科
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7.1%
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害
）
受
療
率

（
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）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 他組合
2022年度

9.5%
(3,575人)

9.7%
(3,709人) 9.5%

(3,616人)

10.3%
(3,866人)

10.8%
(4,065人)

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

被
扶
養
者

メンタル疾患対策
〈気分障害（うつ病など）・神経性障害（不安障害など）〉
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年齢階層（歳）

0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

2018実患者数

2020実患者数

2022実患者数

2018受療率

2020受療率

2022受療率

2022他組合受療率

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く

年度別 メンタル受療率 年齢階層別 実患者数と受療率（経年比較）

メンタル
受療率

12.6%

メンタル
受療率

11.4%

メンタル
受療率

8.7%
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男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

参考：重度メンタル疾患対策
〈統合失調症・気分障害（うつ病など）・神経性障害（不安障害など）〉
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2018実患者数

2020実患者数

2022実患者数

2018受療率

2020受療率

2022受療率

2022他組合受療率

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
※対象：傷病と同一レセプト上に

「傷病手当金意見書交付料」が
発生している者

年齢階層別 実患者数と受療率（経年比較）
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レセプト種別

医科入院

2018年度 2019年度 2020年度

79.5% 85.2% 87.8%

医科入院外 63.2% 67.7% 66.8%

調剤 77.6% 80.4% 81.7%

歯科 45.7% 49.5% 56.2%

全レセプト 75.1% 78.3% 79.4%

2021年度 2022年度

87.1% 87.3%

68.5% 70.3%

82.6% 83.8%

48.5% 49.9%

80.5% 81.9%

74

76

78

80

82

84

86

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

目標値
80.0%

2022年度

自健保 他組合

数
量
割
合
（
％
）

レセプト種別 後発医薬品数量割合

医療費適正化対策〈年度別後発医薬品数量割合推移〉 ※対象レセプト：全て
※各年度末月（3月度）の数量割合
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※年度：2022年度
※対象レセプト：全て

レセプト種別

医科入院

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

88.7% 80.2% 87.2% 89.7% 89.0% 89.6% 85.2% 88.8% 90.7% 87.9% 86.7% 87.3%

医科入院外 67.5% 68.6% 67.9% 66.9% 70.7% 69.8% 68.6% 69.7% 71.5% 70.9% 69.6% 70.3%

調剤 82.7% 83.5% 82.4% 83.1% 83.3% 82.4% 82.9% 83.8% 83.4% 83.6% 83.4% 83.8%

歯科 50.5% 51.1% 51.0% 49.2% 53.8% 55.4% 44.2% 55.5% 49.5% 50.8% 54.7% 49.9%

全レセプト 80.4% 81.1% 80.3% 80.5% 81.3% 80.6% 80.7% 81.7% 81.8% 81.8% 81.5% 81.9%

76

78

80

82

84

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

目標値
80.0%

3月

自健保 他組合

数
量
割
合
（
％
）

レセプト種別 後発医薬品数量割合

医療費適正化対策〈2022年度月別後発医薬品数量割合推移〉
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医療費適正化対策〈後発医薬品使用状況：年齢階層別〉
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※対象：2022年度診療分
※対象レセプト：全て
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医療費適正化対策
ジェネリック医薬品置換による効果額シミュレーション

265

271

2022年度
（現状）

0

431

2022年度
（置換後シミュレーション）

先発品（後発品あり）

後発品

536

431

削減可能額
-106

(-19.7%)

※薬剤費（百万円）

※対象レセプト：全て
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予防接種関連疾患分析 インフルエンザ
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予防接種関連疾患分析 インフルエンザ
〈受療者数の月次推移〉
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療
率
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2018年度

2020年度

2022年度

他組合2022年度

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
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医療費適正化対策
高齢者の医療費因数分解〈60~64歳〉

※○○%：変化率
※○○pt：変化値

18.3

18.9

17.6

18.0

18.0

+1.5%

284,921

297,034

274,931

262,512

252,376

+12.9%

3,935

3,653

3,738

3,723

3,354

+17.3%

307,168

320,267

301,376

288,810

276,172

+11.2%

1,1212022年度

1,0852021年度

1,0282020年度

9772019年度

8462018年度

+32.5%

92.8％

92.7％

91.2％

90.9％

91.4％

+1.4pt

年間の医療費（百万円） 加入者数（人）

加入者あたり医療費（円）

患者あたり医療費（円）

患者あたり受診日数（日）

受療率（％）
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※対象：2023年1月~3月のレセプト
※1剤の定義：同月内・同一医療機関・同一成分の処方が

 14日以上のものを1剤としている
※個人ごとの最大剤数で集計

医療費適正化対策 ポリファーマシー

209

96 78

303

132
98

159

69

59

52

0

15

6～7剤

0 522

3

8～9剤

0 519

4

10剤～

764

327

263

26

被保険者 被扶養者

43

82

36 40

54

34

35

6～7剤

23 15

17

8～9剤

06 83 13

12

10剤～

278

112 106

16
25

18 5

14
24

年齢階層
グラフ内の数値は、人数

0-9

10-19

20-29

30-39

40-49

50-59

60-69

70-

多剤服用者割合：12.2% 多剤服用者割合：9.7%
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

人数構成では女性比率が高く、50〜54歳が最も人数が多い
他母集団と構成割合を比べると20代後半〜30代の人数が少ない
経年比較では、被保険者男性の30代後半と40代が減少し、50代と60代前半
が増加している

 １．人数・医療費割合が高い50歳以上の特定保健指導や重症化予防、ジ
ェネリック医薬品利用促進通知などの医療費抑制
２．加齢により医療費が高くなることが想定される40歳代の一次予防（
医療費が発生する前の段階での健康維持）
３．女性比率が高いため、女性が罹患しやすい疾病予防

2
2022年度の被扶養者の健診受診率は49.8％であることから、未受診者を減
らし、健康意識を向上させる  リスク未把握による重症化を防ぐため、さらなる受診を促す必要がある

。未受診者の傾向を把握し、特性に合わせた個別のメッセージを送るな
どにより受診促進を図る



3
被保険者の特定保健指導対象者のうち、経年対象者の割合が高く、服薬者が
一定数存在する  事業主とのコラボヘルスにより特定保健指導の就労時間内での実施を引

き続き推進する
健診時の問診回答が不適切等で保健指導と治療が混在しないような個別
の対策を検討する



4
3大生活習慣病の患者数は増加傾向にあり、毎年一定数の入院患者が存在し
ている
生活習慣病関連の重症化疾患の入院患者数は減少傾向にあるが、通院患者を
含めた患者数は全体的に増加傾向にある

 年々検査値が悪化している対象者の状況を把握し、生活習慣病予防を働
きかけて、将来的なリスクを低減させる
生活習慣病ハイリスク者で未通院者に対して、早期治療を受けるように
受診を促し、疾病の重症化を防ぐ



5
歯科医療費は医療費全体の11.6％を占めており、歯科対策を実施しているが
高止まりの状況となっている
2022年度はう蝕重症度8.6%、歯周病重症度9.2％であるが、他母集団と比較
して重症化割合は低い

 歯科に関するリスク状況の把握、口腔セルフケアや定期的なメンテナン
ス受診の啓発促進
歯科健診の有所見者に対して歯科受診勧奨を行う

6
被保険者全体において、他母集団と比較して生活習慣の運動、睡眠のリスク
者数が高い
被扶養者全体において、他母集団と比較して生活習慣は同程度であるが、健
康状況は特に脂質リスクが高い

 ICTを活用した健康イベントの促進、運動習慣や質の良い睡眠に関する
情報提供をして加入者の生活習慣改善意識を高める

7
悪性腫瘍は、乳房、大腸、肺の順で医療費が高く、乳房は医療費が年々増加
している
40歳以降から患者数は増加傾向にあるが、女性検診では若年世代での罹患が
みられる
大腸便潜血検査では検診後、要精密検査の未受診者が一定数いる

 患者対象年齢に合わせた継続受診の重要性について、情報提供を行い、
早期発見・早期治療につなげる
要精密検査者に対する受診勧奨を行う

8
メンタル疾患の受療率は、経年で増加傾向にある
男性被保険者は40代〜50代が高く、女性被保険者は年代別の差はみられな
いが、他母集団と比較して全体的に高い傾向にある
重度メンタル疾患対象者は20代〜50代まで幅広く存在する

 被保険者はプレゼンティーズムや傷病手当金受給者の軽減の観点から、
事業主とのコラボヘルスによりセルフケアやラインケアの理解を深める
ための継続的な働きかけが必要である



ア，イ，ウ，
エ，オ，ラ

カ，キ

ク，ケ，コ

サ，シ，ス，
セ，ソ，タ，
チ，ツ，テ

ト，ナ，ニ

ヌ，ネ，ノ

ハ，ヒ，フ，
ヘ，ホ

マ，ミ
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9
2022年度のジェネリック医薬品数量比率は81.9％であり、目標値を超えて
いるが、医療費削減余地は約1憶600万円ある
最も使用割合が低いのは歯科で49.9％、次に医科入院外で70.3％である

 全加入者への継続的なジェネリック医薬品利用への啓蒙活動の実施
年齢階層別で削減期待額が高い40代〜50代の被保険者への重点的な切
替対策

10
2022年度は被扶養者の若年層の受療率が高く、過去年度ほどではないが、
受療率が増加している
月次推移では、12月以降患者数が増える傾向にある

 感染予防（手洗いうがい等）の再徹底、予防接種による発症及び重症化
予防に向けた取り組みの継続
予防接種補助申請を簡易化し、受診機会を増やし接種率を高める

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

１．大規模な健保組合（被保険者数２万３千人、加入者数３万４千人強）である
２．事業主の拠点が全国にあり、加入者も点在している
３．40歳代後半から50歳代に加入者構成が偏っている

 加入者が多く、事業所の拠点が全国に点在している当健康保険組合では、個々の加入者
（特に被保険者）に直接働きかけることは効果・効率性から有効ではない為、事業主と
のコラボヘルスが重要である
・加入者数が多い40代後半から50歳代は、健診結果のリスクに応じた予防対策が必要で
ある
・医療費割合が高い50歳代は、二次予防が必要である
・予防医学的な知識・経験が必要な事業においては、委託事業者もしくは専門職を活用
する

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

１．被扶養者の特定健診受診率が低い
２．特定保健指導の受診率は向上してきているが、目標に届いていない
３．事業主とのコラボヘルスを推進しているが、健康課題解決のための施策を継続的に実施
していく必要がある
４．加入者への個別の健康情報配信や健康づくりにポータルサイトを活用、インセンティブ
付与を行っている

 ・就労先で健診を受診している被扶養者が一定数存在することから、被扶養者向けの健
診案内に返信用封筒を封入し、健診結果を回収する
３年連続未受診者の未受診理由の把握、ポータルサイトを活用した健診情報配信、申込
受付への誘導を強化する
・事業主とのコラボヘルスにより、初回面談辞退者や途中脱落者に対する特定保健指導
の勧奨等の取組を継続する
・ICTを活用した個人参加型の健康づくりイベントの実施、未登録者への再案内後、登録
キャンペーン等を検討する

ム，メ，モ，
ヤ，リ

ユ，ヨ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス対策事業
　体育奨励 　健康づくり支援事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙発行
　保健指導宣伝 　保健衛生に関するポスターの配布
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　保健指導宣伝 　ポータルサイト
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被扶養者）
　特定保健指導事業 　糖尿病性腎症等重症化予防
　保健指導宣伝 　重症化予防（治療放置群・治療中断者）
　保健指導宣伝 　育児に関する情報提供
　保健指導宣伝 　テーマパーク利用補助
　疾病予防 　オプション検査（被保険者）
　疾病予防 　オプション検査（被扶養者）
　疾病予防 　人間ドック費用補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　歯科保健（歯みがきキャンペーン）
　疾病予防 　歯科保健（職場における歯科健診）
　疾病予防 　歯科保健（歯科健診Ｗｅｂ予約）
　疾病予防 　家庭用常備薬斡旋
　その他 　福利厚生アウトソーシング
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
生活習慣病の医療費が高いことから、健診受診勧奨と保健指導の事業を優先し、１人あたりの医療費を低減することを目的とする

事業全体の目標
特定健診・特定保健指導の実施率を国の目標値まで向上させ、生活習慣病の医療費を抑制する
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職場環境の整備
1,000 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1,2,5 既
存

メンタルヘル
ス対策事業

母体企
業 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ケ

管理職、一般職、新入講
員にメンタルヘルス対策
セミナーを実施

ア,ウ,ケ 企画・実施内容等は事業
主と健保組合が共同実施

事業主と健康課題を共有
し、メンタルヘルス対策
セミナーを実施

継続 継続 継続 継続 継続
他母集団と比較して、メンタルヘルス受療
率が全年代で高いため、事業主とのコラボ
ヘルスによりメンタルヘルスによる不調者
軽減の対策を行う

メンタル疾患の受療率は、経年で
増加傾向にある
男性被保険者は40代〜50代が高く
、女性被保険者は年代別の差はみ
られないが、他母集団と比較して
全体的に高い傾向にある
重度メンタル疾患対象者は20代〜5
0代まで幅広く存在する

セミナー受講割合(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)- うつ病受療率（被保険者全体平均）(【実績値】12.2％　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：11.8％　令和8年度：11.6％　令和9年度：11.4％　令和10年度：11.2％　令和11年度：11％)-

6,000 - - - - -

体
育
奨
励

1,2,5 既
存

健康づくり支
援事業 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ア

通年
拠点からの申請書を受付
し、参加者へインセンテ
ィブポイントを付与

ア

共済会との共同実施事業
として位置づけ、申請受
付、データ照合、取込デ
ータ作成を委託
データパンチは外部委託
先にて実施

全拠点を対象に社内LAN
及びホームページで周知
し、組織単位で健康に資
する取り組みを実践する
参加者へポータルサイト
によるインセンティブポ
イントを付与する

継続 継続 継続 継続 継続 拠点における健康づくり意識の醸成

被保険者全体において、他母集団
と比較して生活習慣の運動、睡眠
のリスク者数が高い
被扶養者全体において、他母集団
と比較して生活習慣は同程度であ
るが、健康状況は特に脂質リスク
が高い

実施拠点数(【実績値】137件　【目標値】令和6年度：140件　令和7年度：150件　令和8年度：160件　令和9年度：170件　令和10年度：180件　令和11年度：19
0件)-

健康マップ正常者割合（被保険者）(【実績値】27.4％　【目標値】令和6年度：28％　令和7年度：28％　令和8年度：28％　令和9年度：29％　令和10年度：29％　令和11年度：29％)健康マップにおける「正常
者」の割合（被保険者）

加入者への意識づけ
3,000 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存 機関紙発行 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

年２回作成。一般被保険
者は就労先拠点へ、任意
継続被保険者は自宅へ発
送。

ケ,シ
誌面の作成（校正、記事
の提供等を含む）、印刷
、製本、発送業務を外部
委託にて実施。

4月末、10月末に発行 - - - - -
時機に応じた特集、財政状況、健康に関す
る情報を発信することにより健康に対する
意識向上を図り、保健事業への参加を促進
する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

本事業の効果を具体的な数値で把握するのが困難であるため
(アウトプットは設定されていません)

本事業の効果を具体的な数値で把握するのが困難であるため
(アウトカムは設定されていません)

300 - - - - -

2 既
存

保健衛生に関
するポスター
の配布

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ス

年１回
加入者の就労先拠点へポ
スター等を社内LANによ
りデータ配付

シ
毎年10月の健康強調月間
ポスターの課題に基づく
啓発活動を実施

10月に健康協調月間ポス
ターの課題に基づく啓発
活動を1ヶ月間実施

継続 継続 継続 継続 継続 加入者の健康意識の向上、生活習慣病予防
の普及。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

周知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 本事業の効果を具体的な数値で把握するのが困難であるため
(アウトカムは設定されていません)

1,300 - - - - -

7 既
存

ジェネリック
通知 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ ス

年２回
直近の対象者を抽出後、
対象年齢と効果額の範囲
を決定し、利用促進通知
書を発送
一般被保険者・被扶養者
は被保険者の就労先拠点
へ、任意継続被保険者・
被扶養者は自宅発送

シ
対象者抽出と作成及び印
刷、個別発送、効果検証
を外部委託にて実施

削減額の効果が高い対象
者へ年２回通知
実績により、実施回数等
の見直しを検討する

継続 継続 継続 継続 継続 ジェネリック医薬品への切替推進による医
療費の低減

2022年度のジェネリック医薬品数
量比率は81.9％であり、目標値を
超えているが、医療費削減余地は
約1憶600万円ある
最も使用割合が低いのは歯科で49.
9％、次に医科入院外で70.3％であ
る

発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- ジェネリック切替率(【実績値】81.9％　【目標値】令和6年度：82％　令和7年度：83％　令和8年度：84％　令和9年度：85％　令和10年度：86％　令和11年度：87％)-
20,162 - - - - -

2,5 既
存

ポータルサイ
ト 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,エ

ICTを活用した健康情報の
配信、健診結果の閲覧、
本人の疾患リスク、生活
習慣改善のアドバイス、
健康イベント実施を提供

シ
運営は健保組合、サービ
ス導入は外部委託にて実
施。

年1回
・全国拠点対抗ウォーキ
ングラリー
・健康クイズ
通年
・個別ウォーキングラリ
ー
・健診結果改善チャレン
ジ
登録率、アクセス数によ
り事業内容の見直しを検
討する

継続 継続 継続 継続 継続
個別性の高い情報を加入者へ提供すること
により、生活習慣病のリスクを予防や改善
を促す
ポータルサイトによる加入者へのインセン
ティブ付与を実施

2022年度の被扶養者の健診受診率
は49.8％であることから、未受診
者を減らし、健康意識を向上させ
る
被保険者全体において、他母集団
と比較して生活習慣の運動、睡眠
のリスク者数が高い
被扶養者全体において、他母集団
と比較して生活習慣は同程度であ
るが、健康状況は特に脂質リスク
が高い
2022年度のジェネリック医薬品数
量比率は81.9％であり、目標値を
超えているが、医療費削減余地は
約1憶600万円ある
最も使用割合が低いのは歯科で49.
9％、次に医科入院外で70.3％であ
る

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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登録率（加入者全体）(【実績値】66％　【目標値】令和6年度：66.5％　令和7年度：67％　令和8年度：67.5％　令和9年度：68％　令和10年度：68.5％　令和11
年度：69％)-

正常者割合（全加入者）(【実績値】26.5％　【目標値】令和6年度：27％　令和7年度：27％　令和8年度：27％　令和9年度：28％　令和10年度：28％　令和11年度：28％)健康マップにおける「正常者」の割合
（全加入者）

個別の事業
144,660 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ イ,サ

８月〜１２月
職場における巡回健診の
実施
経年で健康であった者、
前年度から結果が改善し
た者へのインセンティブ
付与

ア,カ

職場における巡回健診の
運営を健保組合が事業主
からの委託により実施
定期健康診断を含めた健
康診断は外部委託にて実
施

外部委託による巡回健診
の運営
事業主と連携した未受診
者の状況確認、勧奨対策
を実施
事業主及び外部委託先と
の実施時期の前倒し調整
経年で健康であった者、
前年度から結果が改善し
た者へのインセンティブ
付与

継続 継続 継続 継続 継続 事業主健診の健診データより、職員の健康
状態を把握する

3大生活習慣病の患者数は増加傾向
にあり、毎年一定数の入院患者が
存在している
生活習慣病関連の重症化疾患の入
院患者数は減少傾向にあるが、通
院患者を含めた患者数は全体的に
増加傾向にある

特定健診受診率(【実績値】97.7％　【目標値】令和6年度：97.8％　令和7年度：97.8％　令和8年度：97.9％　令和9年度：98％　令和10年度：98％　令和11年度
：98.1％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】10.7％　【目標値】令和6年度：10.6％　令和7年度：10.5％　令和8年度：10.4％　令和9年度：10.3％　令和10年度：10.2％　令和11年度：10.1％)-

48,288 - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ イ,エ

６月〜翌年３月
健診代行業者の提携機関
、及び集合契約による実
施
就労先等での健診結果提
出者にインセンティブを
付与
経年で健康であった者、
前年度から結果が改善し
た者へのインセンティブ
付与

シ
特定健診、施設型健診、
巡回レディース健診を外
部委託にて実施

健診代行業者の提携機関
と集合契約による健康診
断の実施、各種インセン
ティブ付与
就労先等での健診結果を
送付するための返信用封
筒を健診案内送付時に封
入
３年連続未受診者の受療
状況、属性等を分類、未
受診者理由の把握を行い
対策
ポータルサイトからの健
診申込促進、お知らせに
よる健診情報配信強化、
未登録者への登録勧奨

継続 継続 継続 継続 継続 健診データより、加入者の健康状態を把握
する。

2022年度の被扶養者の健診受診率
は49.8％であることから、未受診
者を減らし、健康意識を向上させ
る

特定健診実施率(【実績値】49.9％　【目標値】令和6年度：52.1％　令和7年度：54.6％　令和8年度：57.1％　令和9年度：59.6％　令和10年度：62.1％　令和11
年度：64.6％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】9.1％　【目標値】令和6年度：9％　令和7年度：8.9％　令和8年度：8.8％　令和9年度：8.7％　令和10年度：8.6％　令和11年度：8.5％)-

40,582 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ キ,ケ,サ

外部委託業者３社より、
対象者自身が業者を選択
して実施
WEBによる初回面談を導
入
一般被保険者は就労先拠
点、任意継続被保険者は
自宅等で初回面談を実施
一般被保険者の一部に健
保内保健師による保健指
導を実施

ア,ウ,ケ
初回面談、継続支援を外
部委託業者により実施
一般被保険者の一部に健
保内保健師による保健指
導を実施

就労先拠点、WEBによる
初回面談を実施
一般被保険者は事業主に
よる受診勧奨を実施

継続 継続 継続 継続 継続 生活習慣改善によるメタボリックシンドロ
ームのリスク改善

被保険者の特定保健指導対象者の
うち、経年対象者の割合が高く、
服薬者が一定数存在する
被保険者全体において、他母集団
と比較して生活習慣の運動、睡眠
のリスク者数が高い
被扶養者全体において、他母集団
と比較して生活習慣は同程度であ
るが、健康状況は特に脂質リスク
が高い

特定保健指導実施率(【実績値】51.7％　【目標値】令和6年度：53.4％　令和7年度：55.2％　令和8年度：57.2％　令和9年度：59.2％　令和10年度：61.3％　令和
11年度：63.3％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】12.5％　【目標値】令和6年度：12.2％　令和7年度：12％　令和8年度：11.8％　令和9年度：11.6％　令和10年度：11.4％　令和11年度：11.2％)-

2,224 - - - - -

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ コ

外部委託業者３社より、
対象者自身が業者を選択
して実施
WEBによる初回面談を導
入
支払基金の集合契約によ
る実施

ウ,カ
初回面談、継続支援を外
部委託業者により実施
特定保健指導利用券を対
象者へ交付して実施

外部委託業者により実施
支払基金の集合契約によ
る実施

継続 継続 継続 継続 継続 生活習慣改善によるメタボリックシンドロ
ームのリスク改善

3大生活習慣病の患者数は増加傾向
にあり、毎年一定数の入院患者が
存在している
生活習慣病関連の重症化疾患の入
院患者数は減少傾向にあるが、通
院患者を含めた患者数は全体的に
増加傾向にある

特定保健指導実施率(【実績値】5.8％　【目標値】令和6年度：8.3％　令和7年度：13.5％　令和8年度：14.7％　令和9年度：16％　令和10年度：18.6％　令和11
年度：19.2％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】8.6％　【目標値】令和6年度：8.5％　令和7年度：8.4％　令和8年度：8.3％　令和9年度：8.2％　令和10年度：8.1％　令和11年度：8％)-

50 - - - - -

4 既
存

糖尿病性腎症
等重症化予防 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ イ,キ,ケ

年１回（８月）
健診結果とレセプトを突
合し、腎機能の数値（e-G
FRが40未満）で未受診の
者を抽出、拠点長あてに
受診勧奨通知を郵送し、
対象者に配付
拠点長からの受診勧奨

ア,ケ
健保組合にてデータ分析
により対象者を抽出
拠点長から受診勧奨

健保組合にて対象者を抽
出後、リスクが高く受診
歴がない者について拠点
長あて勧奨通知を郵送し
、対象者へ配付
拠点長から受診勧奨
重症化予防（治療放置・
中断）とあわせて見直し
検討

継続 継続 継続 継続 継続
ハイリスク者が必要な治療を適切に受ける
ことにより、疾病の重症化を防ぎ、将来の
医療費の適正化を目標とする

3大生活習慣病の患者数は増加傾向
にあり、毎年一定数の入院患者が
存在している
生活習慣病関連の重症化疾患の入
院患者数は減少傾向にあるが、通
院患者を含めた患者数は全体的に
増加傾向にある

通知回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 未受診者の割合(【実績値】28.3％　【目標値】令和6年度：28.2％　令和7年度：28.1％　令和8年度：28％　令和9年度：27.9％　令和10年度：27.8％　令和11年度：27.7％)e-GFR値45未満の未受診者割合
1,390 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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保
健
指
導
宣
伝

4 既
存

重症化予防（
治療放置群・
治療中断者）

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 ３ イ,キ,ケ

年２回（８月、翌年２月
）
健診結果とレセプトを突
合し、リスクが高く未受
診の者、生活習慣病のリ
スクが高く受診歴がある
が３ヶ月以上受診してい
ない者を抽出し、受診勧
奨通知を配布
パニック値対象者へ拠点
長からの受診勧奨

ア,ケ

分析による対象者抽出、
通知書作成及び発送は外
部委託先にて実施後、健
保内で対象者を精査
パニック値対象者へ拠点
長からの受診勧奨

通知対象者、実施時期、
実施方法の見直しを検討 継続 継続 継続 継続 継続 生活習慣病リスク者に受診勧奨し、重症化

を防止する

3大生活習慣病の患者数は増加傾向
にあり、毎年一定数の入院患者が
存在している
生活習慣病関連の重症化疾患の入
院患者数は減少傾向にあるが、通
院患者を含めた患者数は全体的に
増加傾向にある
被保険者の特定保健指導対象者の
うち、経年対象者の割合が高く、
服薬者が一定数存在する

通知回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- パニック値該当者割合(【実績値】1.5％　【目標値】令和6年度：1.4％　令和7年度：1.3％　令和8年度：1.2％　令和9年度：1.1％　令和10年度：1％　令和11年度：0.9％)-
1,385 - - - - -

5 既
存

育児に関する
情報提供 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ ス

被扶養者異動届により該
当者を把握し、毎月対象
者へ育児情報誌を配付
1歳以降は季刊誌として年
4回配付

ア

業務課からの情報提供に
よる実施
外部委託業者より対象者
へ育児情報誌を発送
共済会との共同実施事業
として位置づけ、データ
照合、請求書検収処理を
委託

業務課からの情報提供に
より、外部委託業者によ
り対象者へ育児情報誌を
発送

継続 継続 継続 継続 継続
子育て支援事業を通して、加入者への健康
情報、医療機関への受診に関する情報提供
を行う

人数構成では女性比率が高く、50
〜54歳が最も人数が多い
他母集団と構成割合を比べると20
代後半〜30代の人数が少ない
経年比較では、被保険者男性の30
代後半と40代が減少し、50代と60
代前半が増加している

発送回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)- 本事業の効果を具体的な数値で把握するのが困難であるため
(アウトカムは設定されていません)

6,000 - - - - -

5 既
存

テーマパーク
利用補助 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス 利用券交付による費用補

助の実施 シ 共済会より申込者へ利用
券を発送

利用券交付による費用補
助の実施
共済会より申込者へ利用
券を発送

継続 継続 継続 継続 継続 加入者の健康増進・リフレッシュ 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用率(【実績値】63.4％　【目標値】令和6年度：64％　令和7年度：64％　令和8年度：64％　令和9年度：65％　令和10年度：65％　令和11年度：65％)利用券
交付数に対する利用者数（実際の利用率）

本事業の効果を具体的な数値で把握するのが困難であるため
(アウトカムは設定されていません)

62,500 - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

オプション検
査（被保険者
）

全て 男女
18
〜
74

被保険
者,任意
継続者

３ ウ,サ
事業主による巡回健診受
診時のオプション検査と
して実施 ア,カ 定期健康診断の外部委託

先にて実施

事業主による巡回健診受
診時のオプション検査と
して、健保組合で補助を
実施
検査結果により、要精密
検査となった者の受診状
況をレセプト分析後に事
業主へ報告

継続 継続 継続 継続 継続 がん検診に対する補助を行うことにより、
がんを早期発見（治療）・予防

悪性腫瘍は、乳房、大腸、肺の順
で医療費が高く、乳房は医療費が
年々増加している
40歳以降から患者数は増加傾向に
あるが、女性検診では若年世代で
の罹患がみられる
大腸便潜血検査では検診後、要精
密検査の未受診者が一定数いる

受診率(【実績値】40.8％　【目標値】令和6年度：41.3％　令和7年度：41.8％　令和8年度：42.3％　令和9年度：42.8％　令和10年度：43.3％　令和11年度：
43.8％)- 要精密検査者受療率(【実績値】38.8％　【目標値】令和6年度：40.0％　令和7年度：40.5％　令和8年度：41％　令和9年度：41.5％　令和10年度：42％　令和11年度：42.5％)-

14,500 - - - - -

3 既
存

オプション検
査（被扶養者
）

全て 男女
18
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ウ
特定健診（健診代行業者
の提携機関、及び集合契
約）受診時のオプション
として実施

カ
健診代行業者及び集合契
約の提携機関、その他健
診機関で実施

特定健診受診時のオプシ
ョン検査として補助を実
施

継続 継続 継続 継続 継続 がん検診に対する補助を行うことにより、
がんの早期発見（治療）・予防

悪性腫瘍は、乳房、大腸、肺の順
で医療費が高く、乳房は医療費が
年々増加している
40歳以降から患者数は増加傾向に
あるが、女性検診では若年世代で
の罹患がみられる
大腸便潜血検査では検診後、要精
密検査の未受診者が一定数いる

受診率(【実績値】19.5％　【目標値】令和6年度：19.8％　令和7年度：20.1％　令和8年度：20.4％　令和9年度：20.7％　令和10年度：21％　令和11年度：21.3
％)-

乳がん医療費削減率（被扶養者）(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：1％　令和7年度：1％　令和8年度：1％　令和9年度：2％　令和10年度：2％　令和11年度：2％)患者あたり医療費（疑い除く、中央値、
女性のみ、被扶養者）
令和5年度　124,390円

80,145 - - - - -

3 既
存 人間ドック費

用補助
全て 男女 18

〜
74

加入者
全員 １ ウ,サ

人間ドック健診及び生活
習慣病健診に費用補助を
実施
直接契約施設は自己負担
額から補助額を控除、そ
の他施設においては償還
払い

ア,カ
一般被保険者は、事業主
経由の償還払い
任継・被扶養者は、健保
組合が直接補助

人間ドック健診及び生活
習慣病健診の受診者へ年
齢に応じた費用補助を実
施
経年で健康であった者、
前年度から結果が改善し
た者へのインセンティブ
付与

継続 継続 継続 継続 継続 人間ドック受診者に対して費用補助を行う
ことにより、疾病の早期発見・治療・予防
する。

3大生活習慣病の患者数は増加傾向
にあり、毎年一定数の入院患者が
存在している
生活習慣病関連の重症化疾患の入
院患者数は減少傾向にあるが、通
院患者を含めた患者数は全体的に
増加傾向にある

補助利用率(【実績値】12.8％　【目標値】令和6年度：13.3％　令和7年度：13.8％　令和8年度：14.3％　令和9年度：14.8％　令和10年度：15.3％　令和11年度
：15.8％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】10.5％　【目標値】令和6年度：10.4％　令和7年度：10.3％　令和8年度：10.2％　令和9年度：10.1％　令和10年度：10％　令和11年度：9.9％)全加入者

53,000 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ サ,ス

年１回費用補助（上限3,0
00円）を実施
①直接契約機関、②補助代
行業者、③拠点希望の契
約医療機関、④償還払い
による補助支払

ア,カ
一般被保険者は事業主経
由による補助、任意継続
被保険者は償還払いによ
る補助を実施

以下の４方式による補助
を実施
直接契約機関、補助代行
業者、拠点希望の契約医
療機関、償還払い

継続 継続 継続 継続 継続 インフルエンザの重症化予防・感染防止
2022年度は被扶養者の若年層の受
療率が高く、過去年度ほどではな
いが、受療率が増加している
月次推移では、12月以降患者数が
増える傾向にある

予防接種受療率(【実績値】45.3％　【目標値】令和6年度：45.5％　令和7年度：45.7％　令和8年度：45.9％　令和9年度：46.1％　令和10年度：46.3％　令和11
年度：46.5％)- インフルエンザ罹患率(【実績値】2.1％　【目標値】令和6年度：2％　令和7年度：2％　令和8年度：2％　令和9年度：2％　令和10年度：2％　令和11年度：2％)-

10,000 - - - - -

2,3 既
存

歯科保健（歯
みがきキャン
ペーン）

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ア,キ,ス

年１回、社内LANにてキ
ャンペーン参加の申込受
付、各拠点への商品（歯
みがきセット）発送を外
部委託により実施
参加者からアンケートを
回収、回答者へインセン
ティブ付与

ア,シ

共済会との共同実施事業
として位置づけ、歯みが
きセットの調達、申込受
付データ照合、請求書検
収処理、アンケートの回
収及び分析を委託

機構LANアンケートで申
込受付、お昼休みの歯み
がき促進を1ヶ月間実施

継続 継続 継続 継続 継続 口腔内の健康に対する意識の向上、及び生
活習慣病の予防

歯科医療費は医療費全体の11.6％
を占めており、歯科対策を実施し
ているが高止まりの状況となって
いる
2022年度はう蝕重症度8.6%、歯周
病重症度9.2％であるが、他母集団
と比較して重症化割合は低い

参加率(【実績値】46.7％　【目標値】令和6年度：47.7％　令和7年度：48.7％　令和8年度：49.7％　令和9年度：50.7％　令和10年度：51.7％　令和11年度：
52.7％)- 歯科受診割合(被保険者）(【実績値】52％　【目標値】令和6年度：51.8％　令和7年度：51.6％　令和8年度：51.4％　令和9年度：51.2％　令和10年度：51％　令和11年度：50.8％)-

72,250 - - - - -

2,3 既
存

歯科保健（職
場における歯
科健診）

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ウ,キ,サ 巡回健診を拠点内の会議

室等で実施。 カ
日程調整、会場手配、健
診実施、アンケート実施
及び回収、実施結果及び
アンケート集計と分析を
外部委託により実施。

職場における巡回方式で
歯科健診を実施
有所見者に歯科受診勧奨
通知書を配付
事業内容について、再検
討

継続 継続 継続 継続 継続 歯科医療費の削減、及び歯周病の改善・予
防による全身疾患の重篤化予防

歯科医療費は医療費全体の11.6％
を占めており、歯科対策を実施し
ているが高止まりの状況となって
いる
2022年度はう蝕重症度8.6%、歯周
病重症度9.2％であるが、他母集団
と比較して重症化割合は低い

受診率(【実績値】65.9％　【目標値】令和6年度：66％　令和7年度：66.1％　令和8年度：66.2％　令和9年度：66.3％　令和10年度：66.4％　令和11年度：66.5
％)- 歯科受診割合(被保険者）(【実績値】52％　【目標値】令和6年度：51.8％　令和7年度：51.6％　令和8年度：51.4％　令和9年度：51.2％　令和10年度：51％　令和11年度：50.8％)-

100 - - - - -

2,3 既
存

歯科保健（歯
科健診Ｗｅｂ
予約）

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ウ,エ,キ

一般歯科健診、歯科矯正
・審美歯科治療・インプ
ラント治療に関する相談
を提携医院にて実施

カ,シ
Ｗｅｂ予約による歯科健
診を健康保険組合の提携
医院にて実施

WEB予約による歯科健診
を健保組合の提携医院に
て実施

継続 継続 継続 継続 継続 歯科医療費の削減、及び歯周病の改善・予
防による全身疾患の重篤化予防

歯科医療費は医療費全体の11.6％
を占めており、歯科対策を実施し
ているが高止まりの状況となって
いる
2022年度はう蝕重症度8.6%、歯周
病重症度9.2％であるが、他母集団
と比較して重症化割合は低い

受診者数(【実績値】33人　【目標値】令和6年度：38人　令和7年度：43人　令和8年度：48人　令和9年度：53人　令和10年度：58人　令和11年度：63人)- 歯科受診割合(全加入者）(【実績値】52.4％　【目標値】令和6年度：52.3％　令和7年度：52.2％　令和8年度：52.1％　令和9年度：52％　令和10年度：51.9％　令和11年度：51.8％)-
22,000 - - - - -

2,8 既
存

家庭用常備薬
斡旋 全て 男女

0
〜
74

被保険
者 １ エ,キ

年１回、購入額２千円以
上に対し、50％補助（補
助上限２千円）
購入希望者はWEB・申込
用紙により、外部委託業
者へ直接申込
共済会との共同事業によ
る給与天引き制度導入、

シ

一般被保険者は就労先拠
点、任意継続被保険者は
自宅へ購入案内パンフレ
ットを送付することによ
り実施
共済会との共同実施事業
として位置づけ、申込受
付データ照合、請求書検
収処理等を委託

一般被保険者は就労拠点
、任意継続被保険者は自
宅へ購入案内パンフレッ
トを送付

継続 継続 継続 継続　 継続 日常における健康管理・維持に必要となる
医薬品を斡旋し、自己管理を促進する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用人数(【実績値】10,754人　【目標値】令和6年度：10,800人　令和7年度：10,800人　令和8年度：10,800人　令和9年度：10,800人　令和10年度：10,800人　
令和11年度：10,800人)-

風邪症状の受療率(【実績値】38.1％　【目標値】令和6年度：36％　令和7年度：34％　令和8年度：32％　令和9年度：30％　令和10年度：30％　令和11年度：30％)レセプト分析より（プリセット傷病：風邪症
状、疑い含む）

36,000 - - - - -
そ
の
他

5 既
存

福利厚生アウ
トソーシング 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,任意
継続者

１ エ,ス
法人契約による各種サー
ビスの優待利用を通年実
施

シ
福利厚生代行サービス業
者との直接契約により実
施

法人契約による各種サー
ビスの優待利用を通年実
施

継続 継続 継続 継続 継続
全国的な福利厚生サービスを導入すること
で、スポーツクラブ等、加入者の地域・ニ
ーズに応じた福利厚生サービスを提供する

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用件数(【実績値】40,772件　【目標値】令和6年度：40,800件　令和7年度：40,800件　令和8年度：40,800件　令和9年度：40,800件　令和10年度：40,800件　
令和11年度：40,800件)-

福利厚生としての事業であるため
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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